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Ⅱ 医療保護入院制度の見直しに関して

1. 入院の手続きに関して
1. 急性期医療の必要性があり，入院への同意ができない状態の入院については，
手続きを迅速に行う必要があることから，実効性を担保するためにも診察する精
神保健指定医の所属する部署で行うことはやむを得ないのではないか。

2. 医療の必要性がある患者の入院形態であることから，医療の必要性を優先して
判断することが基本となる。二人目の精神保健指定医による診断で手続きとす
ることはやむを得ないのではないか。

3. 感染症と同様の審査制度による入院に統一するのも一案か。

2. 入院後の審査を行う際の方法に関して
1. 検討されているいずれの方法についても，現状と比較した場合意義があると思
われる。成果と実効性をあげるための体制整備が不可欠。

※ 病識のない患者に対する強制的な「人権制限」の要素が強い
ことから，法的根拠の明確化と保健所等の担当する部署の人的強
化が必須
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地域精神保健医療福祉体制の
中核である保健所の現状

• 量的変化
– 保健所数の減尐・広域化
– 市町村数の減尐・広域化
– 保健所職員数の減尐
– 予算配分の減尐

• 質的変化
– 都道府県型保健所の減尐と政令市型保健所の増加
– 保健・福祉・環境の統合型組織等への組織再編
– 公衆衛生（精神保健医療等）の指示系統の変化
– 医師・保健師等の絶対的不足
– 中堅保健師・精神保健相談員等人材不足と育成の課題
– 市町村との役割分担と業務分担性
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保健所の設置状況

年度
都道
府県

指定
都市

中核市
その他
政令市

特別区 計

H6 625 124 0 45 53 847

H9 525 101 26 15 39 706

H12 460 70 27 11 26 594

H15 438 71 35 9 23 576

H18 396 73 36 7 23 535

H22 374 50 40 7 23 494

H23 373 50 41 8 23 495

※地域保健法第五条 （健康局総務課地域保健室調べ：平成２２年４月１日現在）

△252 △352
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保健所管内人口

都道府県型 指定都市
中核市・

保健所
政令市

特別区 総計

5万人未満 34 10.0% 0.0% 1 2.2% 1 5.6% 36 8.1%

5万人以上10万人未満 83 24.4% 3 7.7% 0.0% 0.0% 86 19.5%

10万人以上20万人未満 91 26.8% 19 48.7% 2 4.4% 3 16.7% 115 26.0%

20万人以上30万人未満 63 18.5% 7 17.9% 4 8.9% 5 27.8% 79 17.9%

30万人以上 69 20.3% 10 25.6% 38 84.4% 9 50.0% 126 28.5%

総計 340 100.0% 39 100.0% 45 100.0% 18 100.0% 442 100.0%

「保健所の有する機能・健康課題に対する役割に関する研究」
平成21年度地域保健総合推進事業

12

保健所の形態
（福祉部門等との統合状況）

保健所のタイプ 都道府県型 指定都市
中核市・保
健所政令市

特別区 総計

保健所単独 86 25.4% 27 69.2% 40 88.9% 15 83.3% 168 38.1%

保健福祉型（児童相
談所との統合を含
む）

131 38.6% 11 28.2% 2 4.4% 3 16.7% 147 33.3%

保健福祉環境型 106 31.3% 0.0% 1 2.2% 0.0% 107 24.3%

保健環境型 16 4.7% 1 2.6% 1 2.2% 0.0% 18 4.1%

その他 0.0% 0.0% 1 2.2% 0.0% 1 0.2%

有効回答数 339 100.0% 39 100.0% 45 100.0% 18 100.0% 441 100.0%

無回答 1 1

総計 340 39 45 18 442

「保健所の有する機能・健康課題に対する役割に関する研究」報告書
平成21年度地域保健総合推進事業 （財）日本公衆衛生協会 平成22年3月




